
別記第２２号様式（第１１条関係）

　　　　 防衛局長

東海防衛支局長

（     防衛支局長経由）

補助事業者 住　　　　　　所

氏　　　　　　名

注 １

２

３

： 　基金造成年度の交付決定を全て記入すること。

　基金造成額は、交付金及び市町村費等（運用益を除く。）の積立額と運用益の造成及び

処分の差額の合計額とする。

　基金造成額は、報告年度の年度末現在の額を記入すること。

交　付　決　定 額　の　確　定

交 付 決 定
年 月 日

交付決定通知書
文 書 番 号

交付決定年月
日

確定通知書
文 書 番 号

　下表のとおり交付金の交付決定の通知があった　　　　　　により造成した　　　基金について、交付

決定通知書に付された条件に基づき、令和　　年度における基金の運用及び処分に係る実績を別紙

のとおり報告する。

（特定防衛施設周辺整備調整交付金事業）

基 金 運 用 ・ 処 分 実 績 報 告 書

殿

文 書 番 号

令 和 年 月 日

基金造成額

円

基金造成年度



別紙

１ 基金の造成及び処分の状況

基金の造成年度 ： 令和　　年度

令和

年度

円

注 １

２

３

２ 基金の運用実績

注

３ 基金を充て実施した継続事業

事業年度 ： 令和　　年度

添付書類 ： 事業内容等が確認できる必要な資料

（令和　年　月　日～

令和　年　月　日）

： 運用先又は運用形態が２以上ある場合は、必要に応じ欄を設けて記入すること。

継続事業
の名称

継続事業
の内容

規模・
数量等

事業
主体

実施
場所

備考事業費
基 金
充 当 額

継続事業実施期間

円 円

年 平 均 運 用 利 回 り

運 用 益 収 入

円 円

％

円

％

円

　基金造成額欄の交付金及び市町村費等については、積立額の総額を記入すること。

　市町村費等については、運用益は含まない。

基 金 運 用 額

運 用 先

運 用 形 態

： 　基金の名称ごとに、基金の処分年度が２以上ある場合は、必要に応じ欄を設けて記入す

ること。

円 円 円円円 円 円 円

基 金 残 高

（令和 年度

末 ） (A)-(B)

基金処分費(B)基金造成額（令和　　年度末）　(A)

令和

年度

運用益
造成額

運用益
処分額

計 計

基 金 の
名 称 交付金

市町村
費等


